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白岡市省エネ家電製品買換え促進補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 市は、環境への負荷の少ない省エネ家電製品への買換えの促進を

図ることにより、市民の地球温暖化防止への意識啓発に寄与するととも

に、電力、ガスその他のエネルギーの価格の高騰による家庭の費用負担

を軽減するため、省エネ家電製品の購入に要する経費に対し、予算の範

囲内において白岡市省エネ家電製品買換え促進補助金（以下「補助金」

という。）を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、白岡市補助金等の交付手続等に関す

る規則（平成１０年白岡町規則第１号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、この告示に定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

⑴   冷蔵庫  日本産業規格Ｃ９９０１に基づく省エネルギー基準達成

率（以下「省エネ基準達成率」という。）が１００％以上である冷

蔵庫（電気冷蔵庫のエネルギー消費性能の向上に関するエネルギー

消費機器等製造事業者等の判断の基準等（平成２５年経済産業省告

示第３４号）に規定する目標年度が２０２１年度のもの） 

 ⑵ エアコン 省エネ基準達成率が８０％以上であるエアコン（エアコ

ンディショナーのエネルギー消費性能の向上に関するエネルギー消費

機器等製造事業者等の判断の基準等（平成２１年経済産業省告示第２

１３号）に規定する目標年度が２０２７年度のもの） 

 ⑶ 省エネ家電製品 冷蔵庫及びエアコンをいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する

者とする。 

⑴ 市内に住所を有し、かつ、自らが居住する市内にある住宅（併用住

宅の場合は、住宅部分の床面積が総床面積の２分の１以上のものに限

る。以下同じ。）に設置された既存の省エネ家電製品を撤去し、及び
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処分し、当該住宅に同種の省エネ家電製品（未使用品に限る。以下同

じ。）を購入し、及び設置すること。 

⑵ 補助金の交付を申請する日において、市税の滞納がないこと。 

⑶ 本人及び本人と同一世帯に属する者がこの補助金の交付を受けてい

ないこと。 

 （補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、令和７年４月１日から令和８

年２月２８日までの間に購入及び設置が完了した省エネ家電製品に係る

費用のうち、省エネ家電製品本体の購入に要する費用（消費税及び地方

消費税を除く。）とする。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の実支出額と３万円を比較していず

れか少ない方の額とする。ただし、その額に１，０００円未満の端数が

生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。  

（申請書の様式等） 

第６条 規則第６条第１項の申請書の様式は、様式第１号の白岡市省エネ

家電製品買換え促進補助金交付申請書のとおりとする。 

２ 規則第６条第２項第１号及び第２号に掲げる事項に係る書類の添付は

要しないものとし、同項第３号に規定する市長の定める事項を記載した

書類は、次のとおりとする。 

⑴ 省エネ家電製品の購入に要した費用に係る領収書及びその内訳書の

写し 

⑵ 省エネ家電製品の製造事業者が発行した省エネ家電製品の保証書の

写し 

⑶ 省エネ家電製品の省エネ基準達成率が確認できる書類 

⑷ 特定家庭用機器廃棄物管理票（家電リサイクル券）の写し 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

３ 補助金の交付申請の受付開始日及び提出期限は、市長が別に定める。  

（交付決定通知書の様式） 

第７条 規則第９条第１項の交付決定通知書の様式は、様式第２号の白岡
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市省エネ家電製品買換え促進補助金交付決定通知書のとおりとし、同条

第２項の規定による通知は、様式第３号の白岡市省エネ家電製品買換え

促進補助金不交付決定通知書により行うものとする。 

（実績報告） 

第８条 規則第１５条の報告書の提出は要しないものとする。  

（補助金の交付請求） 

第９条 第７条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付

決定者」という。）は、補助金の支払いを受けようとするときは、様式

第４号の白岡市省エネ家電製品買換え促進補助金交付請求書を市長に提

出しなければならない。 

（書類の整備） 

第１０条 交付決定者は、補助金の対象となった機器の設置に係る支出を

明らかにした帳簿等の書類を整備し、５年間保存しなければならない。  

 （財産処分の制限） 

第１１条 交付決定者は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和

４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間を経過する

までは、取得した省エネ家電製品を補助金の交付の目的に反して使用し

、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、

市長の承認を受けた場合は、この限りでない。 

（補助金の返還）  

第１２条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、

交付した補助金の一部又は全部を返還させることができる。 

⑴ 前条の規定に違反したとき。 

⑵ 虚偽その他不正な手段により補助金を受けたとき。  

 （その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 
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 （この告示の失効） 

２ この告示は、令和８年５月３１日限り、その効力を失う。ただし、こ

の告示の失効前に補助金の交付の決定を受けた者に係る第１０条から第

１２条までの規定については、この告示の失効後も、なおその効力を有

する。 


